
  高年齢者雇用に取り組む企業を支援する  独立行政法人 高齢・障害・求職者雇用支援機構  

雇い入れ日の6ヶ月を
経過した日から2ヶ月
以内に支給申請 
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費用の1/2（ 中小企業は2/3）。ただし、60歳以上の雇用 
保険被保険者数×20万円の範囲内（上限500万円） 

対象者１人につき 70万円 
（短時間労働者 40万円） 

 定年予定者を定年の１年前の
日から定年に達する日までの間
に、職業紹介事業者（産業雇用
安定センター等）の紹介により、
雇い入れた場合 

■相談･助言サービス 
継続雇用後の人事管理、賃金・退職金制度の
改善、高年齢者が働きやすい職場環境、能力
開発等について相談・助言を行っています。
（無料） 
■企画立案サービス 
各企業の状況に応じ具体的な解決策を作成・
提案します。（費用の1/2を機構が負担）   
■企業診断システム等 
簡単な質問票に記入頂くだけで高年齢者を活
用するための課題を見つけ出し、その解決策
をわかりやすくアドバイスします。（無料） 
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高年齢者雇用安定法の改正
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①～④のいずれかの計画の実施（2年以内）【高年齢者活用促進措置】 

①新たな事業分野への進出等 
 ・高年齢者が働きやすい事業分野への進出（新分野進出）  
 ・高年齢者の就労に向く作業の切り出し（職務再設計）  
②機械設備の導入等 
 ・高年齢者が就労可能となるよう機械設備の改善、作業方法 
  の改善、作業環境の改善など 
③高年齢者の雇用管理制度の整備  
 ・高年齢者に関する賃金制度・能力評価制度などの構築 
 ・短時間勤務制度・在宅勤務制度の導入 
 ・専門職制度の導入 
 ・研修等能力開発プログラムの開発  など 
④定年引上げ、定年廃止、継続雇用制度の導入 
※申請費用 ＝ ①～④の措置に要する費用 ＋ みなし費用   

「みなし費用」とは： 
a)70歳以上への定年引上げ  
b) 定年の定めの廃止 
c) 65歳以上への定年引上げ
及び希望者全員70歳以上の
継続雇用制度の導入 
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 65歳未満の定年を定めている事業主が、高年齢者雇用確保措置として継続雇用制
度を導入する場合、現行の法律では、継続雇用の対象者を限定する基準を労使協定で
定めることができます。今回の改正でこの仕組みが廃止され、平成25年４月１日か
らは、希望者全員を継続雇用制度の対象とすることが必要になります。 
【経過措置】 
  ただし、以下の経過措置が認められています。 
  平成25年３月３１日までに継続雇用制度の対象者の基準を労使協定で設けている
場合 
・平成28年３月31日までは61歳以上の人に対して 
・平成31年３月31日までは62歳以上の人に対して 
・平成34年３月31日までは63歳以上の人に対して 
・平成37年３月31日までは64歳以上の人に対して 
 
◆たとえば、平成28年3月31日までの間は、61歳未満の人については希望者全員を対象にしな
ければなりませんが、61歳以上の人については基準に適合する人に限定することができます。 

基準を適用すること
ができます。 

継続雇用制度の対象者を限定できる仕組みの廃止 


